
２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
事業引継支援センターの相談件数 

（累計） 
（単位：件） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 商工労働部 

経営支援課  ― ９６     １００ 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ （１）“一人ひとりの働きたい”がかなう千葉づくり ⑤中小企業の活性化支援 

 

【主な実施事項と成果】 

・中小企業の事業承継の円滑化を支援するために、千葉県事業引継ぎ支援センターを平成２７年７月、  

千葉商工会議所に設置し、窓口相談を９６件実施しました。 

・事業承継の必要性等について、セミナー等を３２回開催し、中小企業者など計９７４名の参加がありま

した。 

 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

事業者が減少している現状から、事業承継が重要となりますが、内容がプライベート面も含むなど相談

しにくい側面もあり、相談者の発掘が困難です。また、事業を承継させたい・承継したい側、それぞれの

考え、取り巻く経営環境等、解決すべき課題が多く、事業承継が成立するまで時間がかかることが想定さ

れます。 

 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

承継前後の経営資源の取り扱いが困難で、公的支援機関だけでなく、金融機関等との連携が重要となり

ます。 

 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

公的支援機関・金融機関との情報交換の場づくりやそれらに対する周知活動の実施とともに、セミナー、

窓口相談等を各機関の協力を得て開催するなど、連携を強化しながら取り組んでまいります。 

  

96 
100 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

事業引継支援センターの相談件数（累計）（件）

実績値

目標値

別添 



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
ジョブカフェちば、千葉県ジョブサポ

ートセンターを通じた就職決定者数 
（単位：人） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 
商工労働部 

雇用労働課 5,031 5,128 4,073     
増加を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ （１）“一人ひとりの働きたい”がかなう千葉づくり ⑤中小企業の活性化支援 
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【主な実施事項と成果】 

・「ジョブカフェちば」では、カウンセリングや各種セミナーを実施するとともに、ハローワークを併設

し、若年者を対象とした総合的な就業支援サービスを実施しました。 

・「千葉県ジョブサポートセンター」では、意欲があっても就労に至るのが難しい状況にある子育て中の

女性や中高年の離職者を対象に、就労相談や再就職支援セミナー、企業と求職者の交流会等を行ったほ

か、県内各地でも市町村と共催の出張セミナーなど各種の就労支援を実施しました。 
【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・景気の動向によっては、企業の採用意欲が高まることで、各施設での就労支援を必要とせずに、求職者

自ら希望に合った就職先を決定できる状況が予想されます。ジョブカフェちばの就職決定者数が減少し

ている要因として、雇用情勢の改善に伴い、支援を希望する求職者が減少したことが考えられます。 

・ジョブサポートセンターの利用件数については、目標を上回りましたが、依然として近隣住民の利用が

多い状況にあります。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・雇用情勢は改善しているものの、若年者については、依然として他の年代に比べて失業率の割合が高い、

非正規雇用の割合が高い、離職率が高いなどの状況が見られることから、ジョブカフェちばの支援を必

要としている方の利用に結びつくよう、正規雇用求人の開拓や、利用者（求職者・中小企業）の掘り起

こしが必要です。 

・ジョブサポートセンターでは、遠方の方の利用希望に応える体制をより強化し、利便性を向上させるこ

とが望まれています。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・「ジョブカフェちば」による独自の求人開拓、若者による企業研究や企業と求職者のマッチングイベン

トなどを通じて、正規雇用の拡大、雇用のミスマッチの解消による定着率の向上など、若者の雇用環

境の改善に努めます。 

・ジョブサポートセンターは、利用者の利便性向上のため、子育て中の女性が気軽に安心して利用できる

よう、キッズスペースを設置します。また、遠方の方々の利便性を図るため、市町村等と連携した出張

相談やセミナーなどを実施します。  

別添 

目標値： 
増加を目指す 



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
商店街の若手リーダーを養成する「商

い未来塾」の修了者数（累計） 
（単位：人） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 商工労働部 

経営支援課 273 286 299     366 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  （１）“一人ひとりの働きたい”がかなう千葉づくり ⑥地域の創意工夫による経済活性化の取組の促進 

 

【主な実施事項と成果】 

・次代を担う若手商業者の育成に向けた講座の開催（１０回）やネットワークづくりに対して支援しまし

た。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

 

・申込み者は目標値に達しておりましたが、講座の受講回数が５割にいかない受講生を除いた修了者とし

ては、目標値 300 人に対し、299 人と目標値を１名下回る結果となりました。今後も、５割以上受講でき

る環境を整え、修了者の増を図ります。 

 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・今後も「商店街若手リーダー養成事業」については、アンケート調査の実施などによる受講者の意向を

踏まえながら、受講しやすい講座の設定に努めていくとともに受講生募集の広報に力を入れていく必要が

あります。 

 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・「商店街若手リーダー養成事業」は、次代を担う若手商業者の育成に向けた取組みとして地域商業の活

性化にはかかせないものであり、受講生の募集の広報に力を入れていきます。 

・県公式 Facebook「千葉中小企業元気ナビ」を活用するなど若手商業者への広報をより一層図ります。 
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２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
中小企業地域資源活用プログラムの 

県内計画認定件数（累計） 
（単位：件） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 商工労働部 

産業振興課  21 22     26 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  （１）“一人ひとりの働きたい”がかなう千葉づくり ⑥地域の創意工夫による経済活性化の取組の促進 

   

 

【主な実施事項と成果】 

・県内中小企業等による地域資源を活用した新商品・新サービスの事業化を支援するため、地域資源活用 

アドバイザーを配置し、1,001 件の相談・ヒアリングに対応するとともに、専門家を 28 社に派遣して 

支援しました。 

・地域資源活用アドバイザー及び専門家の派遣により、昨年度より支援してきた県内中小企業者の事業計 

画 1件が、中小企業地域資源活用プログラムにつながり、計画認定となりました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・中小企業地域資源活用プログラムの求める認定要件（地域内連携・事業性）の高さが、ハードルとなっ

ています。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・地域資源活用アドバイザーの配置や専門家派遣により、県内中小企業等による地域資源を活用した新商

品・新サービスの事業化の支援を実施により、地域内連携の促進やマーケティング手法を用いた事業性

の向上等の成果も出ているところですが、中小企業地域資源活用プログラムの求める認定要件に到達す

るまで、伴走型支援を実施していく必要があります。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・地域資源活用アドバイザーによる伴走型支援により、県内中小企業等のニーズに沿うよう市場の早い動

向を捉えながらも、継続した支援を行い、より多くの中小企業地域資源活用プログラムの計画認定を目

指していきます。 
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２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
産業競争力強化法に基づく創業支援 

事業計画策定市町村数（累計） 
（単位：市町村） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 商工労働部 

経営支援課  １４ ２５     ５４ 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ （１）“一人ひとりの働きたい”がかなう千葉づくり ⑥地域の創意工夫による経済活性化の取組の促進 

 

【主な実施事項と成果】 

○計画の認定を行う関東経済産業局の担当者をお招きし、計画未策定市町村向け説明会を開催しました。 

○市町村への情報提供 

・計画未策定市町村へ、策定済み市町村の計画内容等について情報提供を行いました。 

・市町村促進補助金、国の創業支援事業者補助金、中小企業元気づくり基金の補助金、創業スクール等の

制度実施について通知しました。 

・その他、実績のある取組事例、低負担で効果の高い支援事例、創業支援の講師等の情報を市町村に提供

しました。 

○関東経済産業局で行われる評価委員会に参加し、各地域の計画作成のトレンドを把握するとともに、 

それら情報の提供を行いました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

特に小規模市町村ではまだまだ創業支援の気運が低いことが考えられます。一方で事業者が減少して 

いる現状から、なおさら創業支援して新規事業者を増やさなければならない、という問題があるものの、

このような視点での意識付けがまだまだ不足しています。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

従来型の公的機関の支援だけではなく、民間の支援機関等のノウハウを活かすことが必要と思われ  

ます。例えば、地域の大学や専門学校、地元金融機関や移住支援ＮＰＯ法人、地域活性化の団体、不動産

業者や民間のコンサルティング会社等、幅広い支援が期待できる相手を発掘し連携していくことで、実効

性のある計画策定が進むと考えております。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

市町村の担当者会議や実地ヒアリング等を実施し、各市町村の取組や課題を収集するとともに、関東 

経済産業局や千葉県産業振興センター、信用保証協会、日本政策金融公庫等の関係機関や、創業支援事業

を実施している民間団体への仲介等を積極的に行い、それら機関との連携を働きかけてまいります。  
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２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 人口の社会増 （単位：人） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 
総合企画部 

政策企画課 2,442 8,364 10,605     
増加を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  
（２）"国内外の多くの人々が集う"魅力あふれる千葉

づくり 
②居住地として選ばれる千葉づくり 

   

 

【主な実施事項と成果】 

・移住・定住の促進に向け、本県に居住することで実現できるライフスタイルの提示や、市町村の支援制

度を追加するなど、ホームページの充実を図りました。さらに、都内に勤務している者を対象とした交

通広告を２週間に渡って集中的に実施するなど、本県の魅力を広く周知することで、交通広告期間中の

ホームページの閲覧数が広告実施前に比べ 1.7 倍になるなど、ホームページの閲覧数が増加しました。 

・市町村と連携して移住定住に関する座談会及び相談会を実施し、千葉県への移住を検討している方へ、

千葉の魅力や地域の情報を発信しました。参加者アンケートでは、座談会及び相談会への参加により、

移住先としての千葉の魅力をより強く感じた参加者の割合は約８割との結果になりました。 

・全国や県内各地との交流や連携、さらには県内外と成田のスムーズな人・物の流れの強化を目指し、圏

央道、外環道、東関東自動車道館山線・国道 127 号富津館山道路の 4 車線化、北千葉道路など高規格幹

線道路等の整備を促進しました。圏央道については、神崎インターチェンジから大栄ジャンクションま

での約 10ｋｍが平成 27 年 6 月に開通し、東関道と常磐道が高速道路で直接つながる新たな広域ネット

ワークが誕生しました。 

・高規格幹線道路等の整備効果を県内各地に波及させるため、銚子連絡道路、茂原一宮道路など 地域高

規格道路や国道・県道の整備を進め、県内外の連携と交流を促すための基盤の強化を図り ました。 

・渋滞対策をはじめ、主要な観光地までのアクセスルート、日常生活に密接に関連した道路などについて、

環境に配慮しつつ整備を推進しました。平成 27 年度は国道 465 号のバイパスを整備し、交通の円滑化

及びアクセス時間の短縮を図りました。 

・より多くの県民が千葉の魅力を再発見し、ふるさと千葉への愛着を深めることができるよう、県民参加

型のイベント「県民の日ちばワクワクフェスタ 2015」を開催しました。 
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・県民に千葉の魅力を認識・再発見してもらい、地域の活性化を図るため、地域振興事務所のある 10 地

域及び千葉・市原地域の合計 11 地域で県民の日実行委員会を組織し、地域の特色を活かした事業を企

画・運営するための補助を行いました。 

・県民の千葉を愛する心をはぐくむため、6 月 15 日の県民の日を中心に、県、市町村及び各種団体等に

おいて、376 件の賛同行事が実施され、パンフレットやホームページ、県民だよりで施設の無料開放や

記念イベントなどの広報を行いました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・移住定住に関しての、県内市町村との協力体制が十分に確立されておらず、移住者を受け入れる市町村

毎の受け入れ体制に差があります。 

・本県から転出した女性を対象とした調査において、将来ふたたび千葉県に住みたいと思う理由として、

「交通利便性が良い」ことが重要視されています。 

・高規格幹線道路等の整備促進により、全国や県内各地との交流や連携の強化、県内外と成田空港のスム

ーズな人・物の流れの加速化が見込まれます。 

・地域での文化芸術に親しむ機会や、地域の魅力を感じる機会が少ない状況です。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・県内市町村との連携を強化し、市町村の移住者受け入れ体制の整備が必要となります。 

・多くの人から千葉県が居住地として選ばれるよう、都心へのアクセス強化や地域間のアクセス強化を 

図る必要があります。このため、圏央道、外環道などの高規格幹線道路等の整備については、直轄事

業の円滑な進捗を促すため、地元市町村及び県内経済団体などの関係団体と連携を図りながら、整備

促進を国に強く働きかけていくことが必要です。また、鉄道については、利便性向上のため、国や鉄

道事業者へ働きかけていくことが必要です。 

・千葉アイデンティティー（県民がふるさと千葉に対する愛着や誇りを持つこと）の醸成には、県内各地

の特色を生かした行事の実施など、千葉県の魅力を広く内外に発信するような事業を、中長期的視点

で継続していくことが必要です。 

・県民の日事業では、企業や公共施設などによる賛同行事が、震災前の実施件数を上回り順調に増加して

いますが、これを継続するため、更に、企業等へ参加の呼びかけを行っていくことが必要です。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・地域の活性化を図るために、今後とも移住・定住の情報を各種イベントやホームページなど様々な手段

で発信し、地域の魅力を PR するとともに、地域の実際の暮らしを知っていただくため、県外にお住ま

いの方を対象に農作業や地域住民の方々との交流を盛り込んだモニターツアーを実施します。また、

市町村の移住・定住相談窓口担当者を対象とした研修会を開催するなど市町村の行う取組みを支援し

ていきます。 

・引き続き、地元市町村及び県内経済団体などの関係団体と連携を図りながら、県の重点要望や各期成同

盟会の要望活動を通じて、高規格幹線道路等の整備促進を国に強く働きかけます。また、鉄道の利便

性の向上のため、引き続き、市町村と連携し国や鉄道事業者に働きかけます。 

・今後も早期に供用が見込める箇所に重点投資を図るなど、更に効率的な整備に努めます。 

・平成 26 年度から実施している「県民の日」に係る県民参加・体験型のイベントを継続して実施するこ

とで、県民のふるさと千葉への愛着を深めます。 

・県民の日については、趣旨、地域の行事、賛同行事等を紹介するパンフレットを作成し、広く PR する

など、行事への参加の呼びかけや千葉県の魅力を発信する機会の拡大に努めます。   



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 地域しごと支援事業の利用者数（累計） （単位：人） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 商工労働部 

雇用労働課  - 732     1,000 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

 Ⅱ 
（２）“国内外の多くの人々が集う”魅力あふれる千葉

づくり 
②居住地として選ばれる千葉づくり 

 

【主な実施事項と成果】 

「地域しごと支援センターちば」において、ハローワーク、市町村、経済団体、大学等関係機関と連携し、

県内のしごと情報や暮らしに全般に関する情報を一元的に収集・提供するとともに、県外からの転職や県

内就職を希望する若年者等の県内企業への就労を支援しました。 

 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

 今後も人口減少と少子高齢化が進むと見込まれる中、東京への一極集中を是正し、本県においても地域

が必要とする人材を県外から呼び込むとともに、地元人材の県内就職による労働力確保を図る必要があり

ます。 

 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

県外からの転職や県内就職希望者及び企業等のニーズを的確に捉え、積極的に情報発信をすることで、

利用者及び県内就職者の増加を図る必要があります。 

 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・従来のしごと情報と暮らし情報の一元的提供に加え、職業紹介の機能を追加し、求人情報の提供や求職

者の登録情報の企業への紹介等を通して、企業と求職者のマッチングを図ります。 

・専用ホームページ「地域しごとナビ」を改修し、利用者の利便性の向上を図るとともに、千葉県の企業

情報や魅力情報を積極的に発信します。 

・県内企業を集めた合同企業説明会や市町村、経済団体等との連携によるイベントへの出展などを実施し、

県内企業への就職・転職を促進します。 
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２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 宿泊客数 （単位：千人泊） 目 標 担当課 

２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 ３１年 ３１年 商工労働部 

観光企画課 

 
15,420 16,190 17,550     18,630 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  
（２）"国内外の多くの人々が集う"魅力あふれる千葉

づくり 
③国内外の誰もが訪れたくなる観光地づくり 

   

 

【主な実施事項と成果】 

・平成 27 年の「宿泊客数」については、現在、集計中です。 

・誰もが何度でも訪れたくなる観光地づくりに向けて、観光客の動向・ニーズを的確に把握するとともに、

観光関連施設の整備に対し助成を行いました。 
・地域への経済効果を高める観光客の滞在の長時間化や宿泊客の増加を図るため、市町村が行う宿泊滞在

型観光推進の取組に対しても支援を行いました。 
・国内外からのお客様をお迎えする観光施設や宿泊施設等のスタッフを対象に、外国人観光客にも満足い

ただけるような先進的な「おもてなし」についての研修会を開催して観光振興を担う人材育成を図りま

した。 
・戦略的なプロモーションによる効果的な情報発信として大規模な観光ＰＲイベントの開催及び季節に

応じた切れ目ない観光キャンペーンや、マスメディア（在京記者取材会、放送メディア）、交通広告、

地域情報誌等の媒体を効果的に活用して展開するなど積極的・集中的な情報発信を実施することによ

り、観光客の増加を図りました。 
・日本の表玄関である成田国際空港を擁する優位性を生かし、外国人観光客の積極的誘致を図るため、東

アジアやビザの発給要件緩和により訪日旅行者数が急増している東南アジアを中心に、知事のトップセ

ールスによる海外での観光ＰＲや国際観光展出展、商談会の開催等を実施するとともに、訪日教育旅行

の誘致や海外との学校交流、地域経済の活性化に貢献する経済波及効果の大きい国際会議などの誘致に

積極的に取組みました。 

・これまでのプロモーション活動や、観光資源の磨き上げや新規作成、観光施設の整備などにより、地域

と一体となった魅力ある観光地づくりの実現と交流人口の拡大に貢献しております。 
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【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・訪日外国人旅行客の増加により、千葉県を訪れる外国人も増加する見込みであり、ウェブサイトを活用

して千葉県の観光情報を入手している傾向が強まっていることから、海外での観光ウェブサイトの周知

を含めた千葉県のさらなる観光ＰＲが求められていると考えられます。 

 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・本県観光の魅力をさらにＰＲし、県内に広く誘客するなど、第２次観光立県ちば推進基本計画の各種施

策を着実に進行していく必要があります。 

・また、東京オリンピック・パラリンピックを見据え、今後さらに増加が予想される訪日外国人旅行客へ

の対応をこれまで外国人旅行客の多かった成田空港周辺地域や浦安地域だけでなく、千葉県全体に広げ

戦略的に取組んでいく必要があります。 

 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・観光業は裾野の広い産業で地域経済に与える影響も大きいことから、千葉県観光のファンやリピーター

を増やしていくなど、時々の経済・社会状況に左右されない観光立県千葉の実現に向けて、引き続き  

市町村や地域の要望・状況等に応じて、観光トイレや観光案内板など観光関連施設の整備や魅力ある 

宿泊・滞在を促進するとともに、民間の観光トイレの整備や、アクアライン等を活用した宿泊・滞在型

観光推進事業に対しては引き続き補助率を嵩上げして、地域の取組への支援を強化します。 

また、オール千葉でのおもてなし力の向上や外国語ボランティアガイドの養成を通じて地域観光の

担い手を育成するなど、誰もが何度でも訪れたくなる魅力ある観光地づくりを進めていきます。 

・また、県産品の販路拡大や公衆無線 LAN 環境の整備などの取組を強化していきます。 

・観光ウェブサイトのアクセス数を高めるため、旬の情報を毎月特集するほか、リニューアル後に新設し

た Facebook ページも活用し、本県の魅力的な情報を幅広く、タイムリーに発信していきます。 

・訪日外国人観光客を県内に広く誘客し、滞在を促進するため、海外のメディア、旅行会社、大学生など

を招致した県内のモニターツアーを実施し、外国人から見た千葉の魅力の再確認を行い、訪日外国人

の県内への誘客や滞在を促進します。また、研修会を実施し、オール千葉でのおもてなし力の向上や

外国語観光ボランティアガイドの養成を図るとともに、多言語での案内標記を推進します。 

  



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
千葉に住み続けたいと考える大学生の

割合 
（単位：％） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 総合企画部 

政策企画課 

 
  40.6     

増加を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  
（２）"国内外の多くの人々が集う"魅力あふれる千葉

づくり 
④大学等との連携による地域への若者の定着支援 

   

 

【主な実施事項と成果】 

・大学生に地域への愛着を持ってもらうとともに、これからの地域を支える人材となってもらえるよう、

千葉大学の講義「千葉の地域を知る」の中で、地域のポテンシャル等を説明するため、職員を講師と  

して１０回派遣しました。 

・千葉大学が実施する「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣプラス）」（大学が自治体や

他大学等と連携し、学生にとって魅力ある就職先を創出・開拓するとともに、地域が求める人材を育成

することで、「ひと」の地方への定着を図る事業）に係る協定を千葉大学等と平成 28 年２月に締結しま

した。 

・「地域しごと支援センターちば」において、ハローワーク、市町村、経済団体、大学等関係機関と連携

し、県内のしごと情報や暮らしに全般に関する情報を一元的に収集・提供するとともに、県外からの  

転職や県内就職を希望する若年者等の県内企業への就労を支援しました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・「ＣＯＣプラス」の実施に当たっては、各大学での就職人数や就職率、雇用創出数などを目標値として

設定しており、今後、事業が進展する中で、本県への定着を志向する大学生の増加が期待されます。 

・今後も人口減少と少子高齢化が進むと見込まれる中、東京への一極集中を是正し、本県においても地域

が必要とする人材を県外から呼び込むとともに、地元人材の県内就職による労働力確保を図る必要があ

ります。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・大学等卒業後の若者の定着支援を図るため、引き続き、人材育成等の取組を実施していく必要があり  

ます。 

・県外からの転職や県内就職希望者及び企業等のニーズを的確に捉え、積極的に情報発信をすることで、

利用者及び県内就職者の増加を図る必要があります。 
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【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・大学等卒業後の若者の定着支援を図るため、引き続き、人材育成等の取組を実施していきます。 

・従来のしごと情報と暮らし情報の一元的提供に加え、職業紹介の機能を追加し、求人情報の提供や求職

者の登録情報の企業への紹介等を通して、企業と求職者のマッチングを図ります。 

・専用ホームページ「地域しごとナビ」を改修し、利用者の利便性の向上を図るとともに、千葉県の企業

情報や魅力情報を積極的に発信します。 

・県内企業を集めた合同企業説明会や市町村、経済団体等との連携によるイベントへの出展などを実施 

し、県内企業への就職・転職を促進します。 

  



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
ジョブカフェちばを通じた就職決定者

数 
（単位：人） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 
商工労働部 

雇用労働課 4,691 4,771 3,713     
増加を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  
（３）“それぞれの結婚・出産・子育ての希望”がかな

う千葉づくり 

①若い世代の経済基盤の確保と子育てに係る経済的

負担の軽減 
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【主な実施事項と成果】 

・「ジョブカフェちば」では、カウンセリングや各種セミナーを実施するとともに、ハローワークを併設

し、若年者を対象とした総合的な就業支援サービスを実施しました。 
 
【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・就労支援施設については、景気の動向によっては、企業の採用意欲が高まることで、各施設での就労  

支援を必要とせずに、求職者自ら希望に合った就職先を決定できる状況が予想されます。ジョブカフェ

ちばからの就職決定者数が減少している要因として、平成 25 年頃からの雇用情勢の改善に伴い、ジョ

ブカフェちばの支援を希望する求職者が減少していることが考えられます。 

 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・雇用情勢は改善しているものの、若年者については、依然として他の年代に比べて失業率の割合が高い、

非正規雇用の割合が高い、離職率が高いなどの状況が見られることから、支援を必要としている方の利

用に結びつくよう、正規雇用求人の開拓や、利用者（求職者・中小企業）の掘り起こしが必要です。 

 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・「ジョブカフェちば」による独自の求人開拓、若者による企業研究や企業と求職者のマッチングイベ  

ントなどを通じて、正規雇用の拡大、雇用のミスマッチの解消による定着率の向上など、若者の雇用  

環境の改善に努めます。 

  

別添 

目標値： 
増加を目指す 



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
新生児死亡率・小児死亡率（人口 10 万

人当たり） 
（単位：人） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 
健康福祉部 

医療整備課 
1.0 

（0.23） 

1.1 

(0.23) 
     

減 少 を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ 
（３）それぞれの“結婚・出産・子育ての希望”がか

なう千葉づくり 
②妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

   

 

【主な実施事項と成果】 

１ 周産期（妊娠第 22 週以降生後 7日未満）における母子や新生児に対する高度な医療行為を行う、周

産期母子医療センターの運営費に対する補助を行いました。 
２ 出産時にリスクを伴う場合などの円滑な母体搬送・新生児搬送のため、周産期母体搬送コーディネー

ター１）を配置しています。 
３ 小児二次救急患者への対応が困難な山武長生夷隅地域を支援するため、これを受け入れる隣接する 3

地域の小児救急医療拠点病院の運営費に対する補助及び病院輪番制方式による小児救急医療に係る休

日・夜間の診療について、運営費に対する補助を行いました。 
４ 365 日、毎夜間、小児患者の保護者等からの問合せに対し、小児科医・看護師が助言を行い、その不

安を解消する電話相談（#8000）を行っています。 
５ 「周産期医療体制整備計画」（平成 23 年度～27 年度）について、計画を 2 年延長し、一部改定を行

いました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

〔要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因。）〕 

・周産期母子医療センターは、高度な医療を必要とする施設であり、その運用に費用がかかることから、

周産期医療体制の維持が厳しい状況にあります。 

・小児電話相談については、全国的には、午後 11 時以降も相談を受け付けている都道府県が 9 割以上で

あり、そのうち、半数以上が翌朝まで相談を実施しています。これに対し、千葉県では、午後 7時から

10 時までの 3時間と短い対応時間となっています。 

1.0 

1.1 

1.0 

0.23 0.23 
0.23 

0.0 
0.2 
0.4 
0.6 
0.8 
1.0 
1.2 
1.4 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31
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実績値

小児死亡率

実績値

別添 

目標値：減少を目
指す 

目標値：減少を目
指す 



【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・周産期母子医療センターについては、現在、圏内で 2 番目に人口が多い東葛北部医療圏、市原医療圏、

及び山武長生夷隅医療圏に設置されていません。 

・深夜時間帯を含む翌朝までの延長の要望が多数寄せられています。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・東葛北部医療圏内の周産期母子医療センターの認定については、平成 28 年 4月 1日付けで、国保松戸

市立病院を地域周産期母子医療センターに認定し、同医療圏の未設置を解消します。 

・小児電話相談については、28 年度から翌朝 6時まで相談時間を延長し、深夜時間帯にも対応していき

ます。  
【注】 

（１）周産期母体搬送コーディネーター：緊急・ハイリスクな妊婦について、病院間や消防からの要請に応じて搬送先医療機関の 

調整を行う者のことをいいます。  



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 保育所等待機児童数 （単位：人） 目 標 担当課 

H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 H31.4.1 
健康福祉部 

子育て支援課 1,340 1,251 1,646 1,460    
解 消 を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ 
（３）“それぞれの結婚・出産・子育ての希望”がかな

う千葉づくり 
②妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

 

【主な実施事項と成果】 

・保育所における待機児童の早期解消に向けて、国の交付金・補助金等を活用し民間保育所 102 施設を整

備し、4,272 人の定員を増加させることができました。 

・保育サービスの提供にあたり、保育士の確保が課題となっていることから、保育士配置改善を図った場

合に経費を助成したほか、県が設置した「ちば保育士・保育所支援センター」において、潜在保育士の

再就職支援等の取組を実施したところ、相談件数は 1,602 件、就職件数は 101 件となっています。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・経済情勢や女性の社会進出等により就労を希望する保護者が増えていること、また、住宅地の整備に伴

い子育て世代の人口流入が多い地域において、保育施設整備の供給が追い付いていないことから、依然

として入所待機児童が生じています。 

・保育需要の高まりから、保育施設の整備を促進していますが、これに伴い、保育人材が不足している状

況です。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・待機児童の減少に向けて、入所待機児童が生じている都市部においては、入所希望者の今後の動向を見

極めながら、適切に民間保育所や認定こども園などの施設整備を促進する必要があります。 

・保育士の確保に向けては、保育士の処遇改善を進めるとともに、新規保育士の増加や潜在保育士等の復

職に向けた効果的な取組を進める必要があります。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・引き続き、保育所における待機児童の早期解消に向けて、国の交付金・補助金などを活用し、民間保育

所や認定こども園、小規模保育事業などの施設整備を推進します。 
・保育士の確保については、本年度から保育士試験の実施回数の増加や保育士養成施設への支援、修学資

金等貸付事業などを実施するとともに、引き続き、「ちば保育士・保育所支援センター」において、潜

在保育士等の就職の斡旋などを行い、県内保育所等への就職を促進していきます。   

1,340 
1,251 

1,646 
1,460 

0 
200 
400 
600 
800 

1,000 
1,200 
1,400 
1,600 
1,800 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

保育所等待機児童数（人）

実績値

別添 

目標： 
解消を目指す 



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
社員いきいき！元気な会社宣言企業 

登録数 
（単位：社） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 商工労働部 

雇用労働課 535 570 595     800 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ 
（３）”それぞれの結婚・出産・子育ての希望”がか

なう千葉づくり 
③働きながら生み育てやすい環境づくり 

 

【主な実施事項と成果】 

・多様な人材活用や働きやすい職場づくりに取り組む県内企業（事業所）を募集し、30 社の新規登録を

含め 595 社を「”社員いきいき！元気な会社”宣言企業」として、県ホームページ等で企業名、取組み

内容を広く紹介することにより、仕事と生活の調和が図れる働き方の普及促進を図りました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・「”社員いきいき！元気な会社”宣言企業」登録制度の認知度が県内全域で 24.4%と低く、十分な周知・

広報が図られていない状況です。 

・制度への登録及び登録の検討をした企業はわずか 17.7%であり、制度を認知してから登録申請に至る割

合が低調な状況です。 

 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・より効果的な周知・広報を図る必要があります。 

・制度への登録を魅力あるものとし、登録申請数を増やす必要があります。 

 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・県内各市町村へ周知・広報における協力（パンフレットの配布、配架等）を依頼する等し、「”社員い

きいき！元気な会社”宣言企業」の制度周知を図り、登録数増加を目指します。 

・県民だよりや千葉県ホームページ上での広報活動に加え、広報に御協力をいただいている各種会報誌

等での記事掲載及びセミナーやイベント等での制度紹介を通じて、制度の周知を図ってまいります。 

・制度への登録を事業所にとって魅力あるものとし、登録申請数を増やすため、登録事業所が受けられる

メリットの内容充実について検討してまいります。  
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実績値

目標値

別添 



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
職場において育児休業がとりやすいと

感じる人の割合 
（単位：％） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 

総合企画部 

男女共同参画

課 
 

男性

18.8 

女性

45.5 

     
増加を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ 
（３）“それぞれの結婚・出産・子育ての希望”がかな

う千葉づくり 
③働きながら生み育てやすい環境づくり 

 

【主な実施事項と成果】 

・労働の場における男女共同参画の取組を促進するため、仕事と家庭の両立支援や女性の登用・職域

拡大等に積極的に取り組んでいる県内の事業所を公募し、表彰を行っています。 

・先駆的な取組を行っており、他の範となる事業所に知事賞を、積極的な取組を行っており、今後更なる

取組を期待する事業所に奨励賞を表彰しています。 

・平成２７年６月から８月まで募集し、４事業所から応募があり、３事業所を奨励賞として表彰しました。 

・千葉県男女共同参画推進連携会議産業部会において、受賞事業所の取組発表を行うなど広く周知を図り

ました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく仕事と家庭の両立支援等の取組を定める

一般事業主行動計画の策定が、次世代法は常用労働者１００人以下、女性活躍推進法は同３００

人以下の企業にあっては努力義務であるため、当該企業を含めた未届企業における取組を促進す

る必要性が考えられます。 
【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・平成２７年度は、知事賞に値する事業所からの応募がなかったため、積極的に事業の周知を図る必要が

あります。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・今後は、優れた事業所の発掘を行うため、経済団体等へのチラシ配布など機会を捉えて広く周知を図る

とともに、商工会議所を通じた推薦依頼や経済団体等の事業所へ訪問し事業の概要を説明するなど、直

接的な働きかけを行います。  
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２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 

学校評価における保護者アンケートにおいて、

「学習指導」に関する項目について「満足」「お

おむね満足」と回答をした保護者の割合 

（単位：％） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 教育庁 

企画管理部 

教育政策課 
80.9 80.6 80.7     

増 加 を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ 
（３）"それぞれの結婚・出産・子育ての希望"がかな

う千葉づくり 

④千葉に愛着を持ち、地域や世界で活躍できる子ど

もの育成 
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て「満足」「おおむね満足」と回答をした保護者の割合（％）

実績値

 

【主な実施事項と成果】 

・計画の指標である【学校評価における保護者アンケートにおいて「学習指導」に関する項目について「満

足」「おおむね満足」と回答をした保護者の割合】は、80.7％となり、平成 26 年度から若干上昇してい

ます。 

・「夢チャレンジ体験スクール」では、36 機関の協力を得て、499 名が参加しました。質の高い先端技術・

科学体験、職業体験を実施し、研究者や技術者との交流会等、魅力あるプログラムを取り入れることで、

参加人数を昨年度より増やすことができました。 

・心の教育推進キャンペーンで実践事例集や啓発ポスターを作成するとともに、県が作成した映像教材、

読み物教材の効果的な活用の研究を行うことで、道徳教育推進教師を中心とした学校全体での取組が充

実しました。 

・市町村立の小・中学校 165 校に学習サポーターを派遣し、学校教育活動としての放課後の補習等による

学習支援、少人数指導や習熟度別指導などの授業支援、宿題や家庭学習の点検・評価等の家庭学習の充

実に向けた支援を行うなど、児童生徒の基礎学力の底上げや学習意欲の向上を図りました。 

・確かな学びの早道「読書」事業では、小 5校、中 5校、高 5 校、計 15 校を協力校に指定し、学校図書

館等を活用した読書指導を実践し、その取組を記録集にまとめ、管内の小中高校に配付しました。 

・キャリア教育の推進においては、外部講師を招いて進路指導担当の教員対象に講演会を実施しました。

27 年度はフリーター志向のある生徒への指導や就職後のミスマッチの軽減に重点的に取組みました。 

・特別支援学校教員が 15 社の企業の協力のもと実習を実施し、教員の進路指導力の向上や学校と企業と

の連携推進に役立ちました。 

・平成 24 年 3 月に策定した「県立学校改革推進プラン」に基づく「第 1 次実施プログラム」「第 2次実施

プログラム」の実施により、魅力ある高等学校づくりを図るとともに、新たな具体計画である「第 3

次実施プログラム」を平成 28 年 3月に策定しました。 

・「地域とともに歩む学校づくり推進支援事業」は 16 市町、129 本部、小学校 145 校、中学校 52 校、特

別支援学校 1校で実施し、事業推進に当たっては、地域と学校が連携を図り、地域ぐるみで学校教育を

支援する体制づくりを推進しました。また、事業を活用していない市町村においても、地域とともに歩

む学校づくりと同様な取組が実践されるなど、地域ぐるみで子どもを育てる体制づくりの推進に寄与し

ています。 

目標値： 
増加を目指す 



・県立学校における「コミュニティ・スクール」設置事業及びコミュニティ・スクール（学校運営協議会

制度）実践研究事業では、学校運営協議会での意見を基に、学校行事の公開や学校開放の推進、小・中

学校や地域の諸団体との連携が充実し、地域コミュニティの核となる学校づくりが進んでいます。 

・高校生海外留学助成事業は、留学を希望する高校生の費用の一部を助成しました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・【学校評価における保護者アンケートにおいて「学習指導」に関する項目について「満足」「おおむね満

足」と回答をした保護者の割合】は、80％を超える高い評価を維持していくために、「学習指導」の更

なる充実が考えられます。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・「夢チャレンジ体験スクール」では、より一層、新しい協力企業等の数を増やすとともに子どもにとっ

て多岐にわたる体験が可能となるようにすることが必要です。募集要項作成のため、４月中には協力企

業等の決定をしなければならないため、新しい協力企業については、前年度中に実施の約束を交わして

おくことが必要です。 

・平成 25 年度から導入した高等学校等での「道徳」を学ぶ時間や、公立小中学校における教科化に向け

た道徳教育の一層の充実を図る必要があります。 

・学習サポーターの具体的な業務内容の周知等を図り、学校組織としての取組が実現するよう、連絡協議

会を開催するなど、学習サポーターが効果的に活動できる環境づくりに努める必要があります。 

・生徒や教員のニーズに合った効果的なキャリア教育の実施については、児童・生徒一人一人の社会的・

職業的自立に向けて必要な態度を育成する取組や、就職支援担当教員や進路指導担当教員からの報告や

意見をもとに、常に考えていく必要があります。 

・地域とともに歩む学校づくり推進支援事業では、平成 28 年度は 16 市町 133 本部で実施しますが、事業

を活用する地域に偏りが見られます。優れた実践例を収集して広く周知していく必要があります。 

・地域の教育力を、学習指導、生徒指導、学校行事等、様々な場面で積極的に活用し、より一層学校と地

域の連携を強化するとともに、地域連携の取組を学校職員同士で共有できる校内体制整備の充実が必要

です。 

・高校生海外留学助成事業は、今年度は 89 名に増加しましたが、生徒にグローバル人材の要素を伸長す

る機会の提供を行うため、今後もさらに多くの生徒の留学を支援することを検討する必要があります。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・「夢チャレンジ体験スクール」では、協力企業等を紹介してもらうために、千葉県経営者協会や県内企

業団体との連携を図るとともに、協力事業所の開拓を図ります。 

・特色ある道徳教育推進校として、県内複数の市町村を指定し、近隣の幼・小・中・高・特別支援学校が

連携した道徳教育の推進や実践的な研究を推進します。 

・年度当初に「学習サポーター連絡協議会」を開催し、学習サポーターの勤務や業務内容を確認した上で、

効果的な運用について情報交換等を行います。派遣後は、必要に応じて、担当指導主事等が学校を直接

訪問するなどして、運用について話し合いを行います。 

・小・中学校については進路指導主事連絡協議会等を通じて、高等学校については労働局をはじめとする

関係機関との連携を保ちつつ、進路指導研究協議会等の実施をとおして、キャリア教育や就職支援のた

めの、最新の情報を提供します。 

・「県立学校改革推進プラン」の推進について、「第 1 次実施プログラム」「第 2次実施プログラム」の円

滑な実施を図るとともに、新たな具体計画である「第 3 次実施プログラム」を策定しました。引き続き

魅力ある県立学校づくりを進めるため、新たな具体計画策定に向けた検討を行います。 

・「地域とともに歩む学校づくり推進支援事業」では、年間 3 回、優れた実践例の紹介等を掲載した電子

媒体の広報紙を作成し、すべての市町村教育委員会に送付するとともにウェブページに掲載します。 

・県立学校における「コミュニティ・スクール」設置事業及びコミュニティ・スクール実践研究事業にお

いては、コミュニティ・スクールの意義や成果を広く周知するため、市町村担当者向けの説明会を実施

します。また、新規に指定された県立京葉高等学校を含め、指定 4校の取組について、地域の創意工夫

を生かした特色ある学校づくりに努めます。 

・高校生海外留学助成事業は、高等学校への周知や留学フェアを開催するなどして、支援策の拡充を図っ

ていきます。  



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 健康寿命の延伸 （単位：歳） 目 標 担当課 

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度２７年度２８年度２９年度３０年度 ３１年度 健康福祉部 

健康づくり 

支援課 

男性 71.62 

女性 73.53 
  

男性 71.80 

女性 74.59 
  

30 年

12月頃 
  

延伸を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ （４）“安全・安心なくらし”がかなう千葉づくり ①生涯を通じて健康で生き生きと暮らせる地域づくり 

 

【主な実施事項と成果】 

・平成 25 年の千葉県の健康寿命は、前回平成 22 年の数値と比べ、延伸しています。 

・「健康ちば推進県民大会」における講演会（224 名参加）や特定健診・特定保健指導従事者研修会等  

（592 名参加）の開催により、生活習慣病予防や重症化予防のための情報提供・普及啓発を行うととも

に、ロコモティブシンドローム（運動器症候群）の予防のための普及啓発を図りました。 

・県民を対象として、管理栄養士を講師とした講演会を開催して、自分の歯でしっかりと噛んで食べるこ

とやバランスのとれた食生活を送ることが、肥満や糖尿病の予防・改善等、身体全体の健康へつながる

ことを広く周知しました。（来場者 341 名） 

・ちば食育ボランティア研修会の開催（県内外 2 地域、93 名参加）及び食育ボランティア・サポート企

業、食生活改善推進員、農林漁業者などが参加する地域食育活動交換会を開催（県内 10 地域、345 名

参加）することで、食育活動を展開する基盤となる幅広い関係者のネットワークづくりと人材育成を進

めました。 

・総合型地域スポーツクラブとその近隣小学校が連携して、親子を対象とした体験イベントやスポーツ教

室を開催しました。（県内７か所、参加者約 700 名） 

・高齢者の身近な地域で介護予防を働きかける介護度重度化防止推進員を 148 名養成しました。。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・県民一人ひとりが健康づくりに取り組む意識、健康づくりに必要な知識の欠如や、生活習慣病予防及び

重症化予防に向けた指導の不足は、効果的な健康づくりの取組を阻害します。 

・地域において健康に関する理念、健康づくりの指標や数値目標を掲げ、住民と共に健康づくりに取り組

むために健康増進計画・食育推進計画を策定することが重要ですが、県内の市町村策定率は低い状況に

あります。 

・食生活改善や食文化の継承などを行う「ちば食育ボランティア」は、高齢化等により活動が低下してい

ます。 
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別添 

目標値： 
延伸を目指す 



・スポーツに関心はあるが、「忙しくて時間がない」「疲れていて体力的余裕がない」という理由で、20

歳～50 歳のスポーツ実施率は低くなっています。 

・総合型地域スポーツクラブは 33 の市町で 77 クラブが活動していますが、地域のスポーツ拠点を広げる

ため、未設置市町村を減らす必要があります。 

・生涯スポーツ指導者に対する各種研修会や講習会への受講者数が少なく、各地区の課題や住民のニーズ

への対応が十分ではありません。 

 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・県民自らが主体的に健康づくりに取り組めるよう、情報提供や啓発に取り組んでいくこと、また、生活

習慣病予防や重症化予防の取り組みを支援するため、特定健診・特定保健指導に新たに従事する者の

育成と、従事者の知識や面接技術等のスキルアップを図ることが必要です。 

・市町村は健康増進計画・食育推進計画の策定計画的で効率的な健康づくり施策に取り組むことが必要です。 

・地域の主体となる市町村と、ボランティア・企業等が連携した食育活動の促進を図る必要があります。 

・自らスポーツに参加できることの楽しさ、スポーツが健康の維持増進、体力の維持向上につながること

を啓発していくとともに、「いつでも、誰でも、どこでも、誰とでも」気軽にスポーツに取り組める環

境整備が必要です。 

・総合型地域スポーツクラブは、クラブの立ち上げ、維持、クラブメンバーのニーズを反映した運営が行

える、マネジメント能力に長けたクラブマネジャーの養成が必要です。 

・介護予防は、アドバイザーによる現地支援や介護度重度化防止推進員の活動などにより高齢者の参画や

地域における自主的な取組が進んでいますが、介護予防・日常生活支援総合事業の実施にあたり、さ

らに住民運営の通いの場の充実や拡大を図ることが必要です。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・「県民だより」やホームページ等の広報媒体を通じて県民へ健康づくりに関する広報を図り、保健指導

従事者のスキルアップを図る研修を充実させていきます。 

・市町村に対して健康増進計画及び食育推進計画の策定を呼び掛け、担当者研修会や計画策定支援会議に

より市町村を支援していきます。 

・食育に携わるボランティアやサポート企業に対し研修会や情報交換会を実施することで、これらの活動

を支援し、県内の食育の取組を広げていきます。 

・「千葉県スポーツ情報センター」と連携し、県立スポーツ施設の無料開放等によるスポーツを行える場

の提供、「スポーツ立県ちば推進月間」関連イベントの実施や紹介等の機会の提供、スポーツイベント

や公共スポーツ施設利用に関する情報の提供等を行います。 

・総合型地域スポーツクラブの未設置市町村に対しては、県総合型地域スポーツクラブ連絡協議会と連携

してクラブ設置への機運を高めるとともに、クラブマネジャーの養成に努めます。 

・親子体験等のイベント（県内 7ヵ所、約 700 名）は、より多くの地域、開催期間、回数を増やし、 

その後の運動習慣につながるよう、広報活動にも力を入れていきます。 

・高齢者が参画し、地域づくりによる介護予防を促進するため、引き続き市町村へアドバイザーを派 

遣します。介護度重度化防止推進員については、24年度から4年間で561人を養成し、各地域の「住民

主体の通いの場」等において、その担い手や指導者として活動しています。今後は、市町村がこうし

た成果をモデルに人材を育成していくことを期待し、27年度で上記推進員の養成を終了します。 

  



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 
ボランティア活動に参加したことの 

ある人の割合 
（単位：％） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 環境生活部 

県民生活・ 

文化課 
19.5 18.3 37.2     29.5 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  （４）“安全・安心なくらし”がかなう千葉づくり ②地域コミュニティの再生と担い手づくり 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な実施事項と成果】 

・ボランティア活動に参加したことのある人の割合は昨年度に比べて大幅に上昇しました。 
・県民のボランティア活動への参加促進を図るため、ステージ発表や展示ブースなどにより県民活

動について理解を深めることができる「ちば県民活動フェスティバル 2015」（ちば県民活動見本

市）を民間団体からの企画提案により実施し、イベント当日は約 2,300 人の参加がありました。 
・市民活動団体１）への基盤強化等の支援を図るため、自分の団体の課題の発見から解決につなげる

ための講座や、組織運営・事業開発・資金調達等のマネジメント力を強化するための講座などを、

市町村との共同開催により、計 6 回開催しました（合計 156 人参加）。 
・地域課題の解決には、地域に関わる様々な主体との連携促進に取り組む必要があることから、こ

れまで県が支援した協働による取組が行われていない 4 つの地域（印旛、夷隅、長生、君津）を

対象に、協働に関する研修会や交流会を計 6 回実施しました。 
 
【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・「ボランティア活動に参加したことのある人の割合」については、目標値を達成しましたが、今後

も互いに支え合い、安心して暮らせる地域コミュニティの再生に向けて、ボランティア活動への

参加促進を図っていきます。 

・協働の取組が地域に根付いていない地域においては、市町村や地縁団体、市民活動団体１）、企業

等の地域の様々な主体が、地域課題の解決について、共通の認識を深め、協働による取組を検討

していく機会や場が十分に提供されていないと考えられます。 

 

別添 
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【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・ボランティア活動へ参加促進を図るためには、様々な形で広報・普及啓発を行うことに加え、   

より多くの県民が参加機会を得られるよう、活動体験の場と機会の提供を進めていく必要があり

ます。 

・自助・共助・公助のバランスのとれたコミュニティの形成に向けて、協働に関する共通の認識を

深めるための機会や、多様な主体間の連携の契機となるような場をつくることが必要です。 

 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・県民のボランティア活動への参加の契機となるよう、民間団体等からの企画提案により実施する「ボ

ランティア参加促進事業」を通して、県内の様々な地域において、ボランティア活動の意義に関する

啓発活動や、実際にボランティア活動を体験できる場の提供などを行い、ボランティア活動への参加

促進に努めていきます。 
・協働の手法を学ぶ研修会や、地域の様々な主体同士で意見交換等を行うことができる交流会等を、対

象を拡大しながら、さらに充実させて開催していきます。 

 

【注】 

（１）市民活動団体：県民が自発的に地域や社会の問題を解決するために活動している団体で、ＮＰＯとも呼ばれ、ＮＰＯ法人・ボラ

ンティア団体など任意団体等の総称のことをいいます。 

 



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 既存住宅の流通シェア （単位：％） 目 標 担当課 

２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 ３１年 ３１年度 県土整備部 

都市整備局 

住宅課 
18.0 18.0 18.0     

増加を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  （４）"安全・安心なくらし"がかなう千葉づくり ③快適で暮らしやすいまちづくり 

   

 

【主な実施事項と成果】 

・既存住宅の流通シェアは、5年毎の調査となるため、平成 25 年と同じ値となります。 

・平成 27 年度は、県民が安心して住宅リフォームを行える環境の整備するため、一般県民向けの講習会・

相談会を 2回開催し、リフォームに関する情報の提供を行いました。 

 また、リフォーム事業者の育成を目的として、事業者向け講習会を 2回開催しました。 

・平成 27 年度は、空き家に関する情報共有や、空き家対策の検討を行うため、県・54 市町村で構成され

る「千葉県すまいづくり協議会 空家等対策検討部会」を 2回開催しました。 

また、同部会において、「空家等対策のための実態把握調査マニュアル」、「空家等対策計画作成の手引

き」を策定しました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・空き家を含めた中古住宅については、その性能が不明瞭な場合が多く、また耐震性や設備等の改修費用

が掛かる場合があり、また、県民がリフォームについての情報を十分に受けていない場合があることか

ら、将来、既存住宅の流通シェアの向上を阻害する可能性があります。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・既存住宅の流通シェアを向上させるためには、県民への情報の提供や、事業者側の技能の向上などを、

継続して行っていく必要があります。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・県民が安心して住宅リフォームを行えるよう、講習会や相談会による情報提供や、リフォーム事業者の

育成並びにリフォーム事業者に係る情報の提供等を行ってまいります。 

・空き家については、「千葉県すまいづくり協議会 空家等対策検討部会」を通じて、空き家に関する先

進事例等の情報提供を行うとともに、市町村が行う空き家の利活用策の検討を行ってまいります。 
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実績値

別添 

目標値： 
増加を目指す 



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 自主防犯団体の数 （単位：団体） 目 標 担当課 

２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 ３１年 ３１年 環境生活部 

くらし安全 

推進課 
2,305 2,447 2,554     

増加を

目指す 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ  （４）“安全・安心なくらし”がかなう千葉づくり ④安全に暮らせる地域づくり 

   

 

【主な実施事項と成果】 

・ 地域の核となる防犯リーダーなどを育成するため、県内 5 カ所で防犯活動支援のワークショップを

開催し、自主防犯団体の活動の継続・拡充などを図りました。また、官民一体となって、犯罪情勢に応

じた合同パトロールや防犯キャンペーンを実施したところ、刑法犯認知件数は 13 年連続で減少しまし

た。 

・ 地域の犯罪抑止に大きな役割を担っている自主防犯団体の活動を支援するため、18 市村に対し 防

犯パトロール用資機材等整備の経費を助成（地域の防犯力アップ補助事業）するとともに、学生等の次

世代による防犯パトロール隊の結成を促進するため 3団体(大学 2 校、高校 1団体（3 校)）に防犯資機

材の貸与を行い、自主防犯団体の活動の充実を図りました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

・ 自主防犯団体の数は増加しているが、構成員の高齢化、自主防犯活動に対するやりがいを持続でき 

ないこと、特定の構成員への負担の理由などにより、今後、団体数の減少が考えられます。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

・ 警察、行政、関係機関、地域住民等による合同パトロール等の官民一体となった活動を推進し、「自 

分たちのまちは自分で守る」という県民の自主防犯意識及び活動の活発化や定着化、さらには、地域 
住民や関係機関との連携を強化するとともに、地域に密着した活動を推進し、犯罪の起こりにくいま 
ちづくりの推進を目指します。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・ 自主防犯団体の問題点や活動の活性化策を話し合う「地域防犯力の向上に関する交流大会」の開催や 

次世代を担う自主防犯団体の構成員の育成に取り組むとともに、引き続き防犯パトロール用資機材整備 

の助成等を推進します。  
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増加を目指す 



２８年度 千葉県地方創生「総合戦略」推進管理シート（数値目標・ＫＰＩ） 

指標名： 自主防災組織のカバー率 （単位：％） 目 標 担当課 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３１年度 防災危機管理

部 

防災政策課 
58.0 58.8 59.5     80 

＊太線で囲んだ年度の数値は、目標設定時の現状値です。 

【関連項目】 

戦略 大項目 中項目 

Ⅱ （４）“安全・安心なくらし”がかなう千葉づくり ④安全に暮らせる地域づくり 

   

 

【主な実施事項と成果】 

自主防災組織の結成や活動を促進するため、平成２７年度から新たに「千葉県地域防災力向上総合

支援補助金」を創設し、２８市町村の３７事業に対し補助を行いました。 

自主防災組織の優良団体の表彰を行い、その活動を広く周知しました。 

【要因（目標の達成等を阻害している要因、及び、将来、目標の達成等を阻害する要因）】 

自主防災組織の結成の低下や活動の停滞には各地域により異なりますが、例えば高齢化や過疎化で

組織結成を担う人材が不足したり、自治会自体に若い世代からの参加がないことなどから、カバー率

の向上幅が緩やかとなっています。 

また、各地域において自主防災組織の活動を担うリーダーが不足していることが挙げられます。 

【課題（要因を踏まえ、目標の達成等に必要なこと】 

自主防災組織のカバー率を向上させるためには、「自分たちの地域は自分たちで守る」という意識の

醸成が必要になります。 

また、既に結成されている自主防災組織において、リーダーが不在であることや、参加者が減少す

ることで、活動が停滞する団体も見受けられることから、これらの活性化が必要になります。 

【取組方針（課題を踏まえた、より具体的な取組】 

・これから自主防災組織の新設を計画している団体や、既に結成されている自主防災組織双方に対し、新

たな補助制度の積極的な活用を広報するとともに、優良事例の表彰・発表などを通じて、活動の活性化

を図ります。 

・高校生防災基礎講座、高校生等防災パワーアップセミナー等の実施により、若い世代の自助・共助の防

災意識の醸成を図ります。  

58 58.8 59.5

80.0 

20
30
40
50
60
70
80
90

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

自主防災組織のカバー率（％）

実績値

目標値

別添 


